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研究成果の概要（和文）：行為主体感とは，自分の行為が何らかの結果を生じさせた時に，その結果を生じさせ
たのが自分であると感じる感覚のことである。本研究では，人間やコンピューターのような自分以外の存在（他
者）との接触を伴う場面で，行為主体感がどのように生起するかを検討した。その結果，人間か機械かにかかわ
らず，事前に他者の存在を知覚することが行為主体感を低下させることが示された。また，そのような効果は事
後的に他者を知覚した場合には生じないため，記憶の中での行為主体感の歪みではないことが示された。また，
副次的な効果として，オンライン環境で行為主体感を測定する方法が開発された。

研究成果の概要（英文）：The sense of agency is the feeling that an event is caused by one's own 
actions. In this study, we investigated how the sense of agency arises in situations involving 
contact with other entities, such as humans and computers. The results showed that prior exposure to
 another entity, whether human or machine, reduces the sense of agency. Moreover, because such an 
effect does not occur when participants perceive others after the event has occurred, this suggests 
that the distortion of the sense of agency does not reflect a memory bias. As a secondary effect, I 
developed a method to measure sense of agency in an online environment.

研究分野：心理学

キーワード： 行為主体巻
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研究成果の学術的意義や社会的意義
近年まで行為主体感の研究は主に単独の作業状況でのみ検討されてきたため，他者との接触を伴う状況での行為
主体感の特徴を明らかにしたことに本研究の学術的意義がある。また，今後ますます様々な課題のオートメーシ
ョン化が進むため，人間だけではなく機械との接触が行為主体感に与える影響を明らかにした点に価値がある。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９，Ｆ－１９－１，Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 

 
行為主体感とは，自分の行為が何らかの結果を生じさせた時に，その結果を生じさせたのが自
分であると感じる感覚のことである。たとえば，キー押しに伴って図形が現れた時に，図形の出
現を生じさせたのが自分であると感じる感覚である。これまでの行為主体感の研究は，主に単独
の作業状況でのみ行われてきた。しかし，日常場面はそうではなく，人間やコンピューターのよ
うな自分以外の存在（他者）と相互作用を伴うことが多い。本研究では，そのような他者の存在
が意識されるような社会的場面において，行為主体感がどのように生起するかを明らかにする。 
 
２．研究の目的 
 本件研究では，他者（機械を含む）との相互作用を伴う状況において，行為主体感がどのよう
に生起するのかを明らかにすることを目的とした。研究当初の予定では，実験室に複数名を招き，
他者との競争や敵対関係を伴う状況での行為主体感を検討することを想定していた。しかし，新
型コロナウィルス感染症の流行により，実験室実験を行うことが困難になったため，オンライン
実験を利用し，比較的単純な実験状況において，課題中に他者の存在を意識することが行為主体
感に与える影響を検討した。 
 また，オンライン実験で研究を進めることを決めたものの，オンライン実験において行為主体
感を適切に測定可能かどうかがこれまで明らかにされていなかったため，その点も併せて検討
した。 
 
３．研究の方法 
 
【研究 1：オンライン環境で行為主体感を測定する方法の開発】 
 オンライン環境では，課題に対して充分に注意を向けない実験参加者が想定されるため，オン
ライン環境で行為主体感を測定する際にキャッチ試行を導入する必要があるかどうかを検討し
た。また，行為主体感の従来の先行研究で明らかにされているように，行為の開始から出来事の
出現までの時間感覚が長くなるほど，行為主体感が減少するかを検討した。 
 実験では，注視点が提示され，注視点の提示終了後にキー押しを行うことを求めた。キー押し
の 200，600，1000 ミリ秒後に円を提示した。また，実験参加者が課題を適切に行なっているか
を判断するためのキャッチ試行として，キー押しとは無関係に円が提示されることもあった。実
験参加者は，自分のキー押しによって円が出現したと感じる程度を 7 段階で評価することが求
められた。実験には，キャッチ試行の存在をあらかじめ教示される通知群，キャッチ試行の存在
を通知せずにキャッチ試行を提示する未通知群，キャッチ試行について教示されず，キャッチ試
行も提示されないキャッチなし群を設定した。 
 

 
【研究 2：他者の存在を事前に意識することが行為主体感に与える影響の検討】 
 課題実施時に他者の存在を意識することが行為主体感に与える影響を検討した。研究 1 と同
様に，キー押しから 200，600，1000 ミリ秒後に円を提示し，自分のキー押しによって円が出現
したと感じる程度を 7 段階で評価することを求めた。他者の存在を意識させるための操作とし
て，実験 1と同様に注視点を提示する条件と注視点の代わりに人間の顔（男女 1枚ずつ）を提示
する条件とを設定し，比較を行なった。なお，研究 1の結果，キャッチ試行がなくてもオンライ
ン環境である程度行為主体感を適切に測定できることが明らかになったため，キャッチ試行は
課題に含めなかった。 



 
 
【研究 3：機械の存在を事前に意識することが行為主体感に与える影響の検討】 
 自律的な意思を持つ他者の存在を知覚することが行為主体感に影響を与えるのか，自律的な
意思を持たない存在であっても行為主体感の低下を生じさせるのかを明らかにするために，人
間の代わりにロボットの画像を事前に提示した。それ以外の点は研究 2と同じであった。 
 
【研究 4：他者の存在を出来事後に意識することが行為主体感に与える影響の検討】 
 自律的な他者の存在を事前に知覚することが行為主体感を低下させるのか，事後的に他者の
存在を知覚する場合であっても，記憶の中の行為主体感が影響を受けるのかを検討することを
目的とした。研究 2と同様にキー押しから 200，600，1000 ミリ秒後に円を提示し，自分のキー
押しによって円が出現したと感じる程度を 7 段階で評価することを求めた。また，円の提示の
500 ミリ秒後に十字もしくは顔画像を提示した。 
 
４．研究成果 
 
【研究 1：オンライン環境で行為主体感を測定する方
法の開発】 
 キャッチ試行を導入するかしないか，キャッチ試
行の存在を事前に通知するか否かにかかわらず，先
行研究と同様にキー押しから刺激提示までの遅延時
間が長くなるほど，行為主体感が低下することが示
された。この研究結果は，オンライン環境においても
行為主体感を従来の方法で適切に測定できることを
示している。また，キャッチ試行の導入は行為主体感
の時間的な減衰を改善しないことが示された。 
 
【研究 2：他者の存在を事前に意識することが行為
主体感に与える影響の検討】 
 他者の存在の有無と刺激の提示までの遅延時間
の間に交互作用が見られた。下位検定の結果，遅延
時間が短い時（200 ミリ秒）と長い時（1000 ミリ秒）
には，他者の存在は行為主体感に影響を与えなかっ
た。しかし，遅延時間が中程度（600 ミリ秒）のとき
には，他者の存在が行為主体感に影響を与え，他者
の顔が現れたときの方がない時と比べて，行為主体
感が低下した。遅延時間が中程度のときに他者の存
在が行為主体感を低下させたことは，出来事が自己
に帰属されるか否かがあいまいなときに，他者の存
在が行為主体感の判断に利用されていることを示
唆する。 
 
【研究 3：機械の存在を事前に意識することが行為
主体感に与える影響の検討】 
 機械の存在の有無と刺激の提示までの遅延時間の間に交互作用が見られた。下位検定の結果，
遅延時間が中程度の時には，研究 2と同様な結果が見られ，機械の顔が現れたときの方がない時
と比べて，行為主体感が低下した。したがって，人間のみならず，機械との共同作業もまた，行
為主体感を低下させる可能性が示唆された。 
 
【研究 4：他者の存在を出来事後に意識することが行為主体感に与える影響の検討】 
 実験の結果，遅延が行為主体感を弱めることが確認された。しかし，他者の存在の有無と他者
の存在と遅延時間の交互作用は認められなかった。このことは，他者の存在は課題の前に意識さ
れることで行為主体感の判断に妨害的に作用していることを示している。 
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